
（別紙１）

横須賀市基本構想・基本計画策定支援業務委託仕様書
１　業務委託名

横須賀市基本構想・基本計画策定業務委託
２　業務目的

  令和４年度を初年度とする、新たな総合計画（基本構想・基本計画（以下計画という））の策定を確実かつ順調に遂行するため、策定全般の細部にわたるコンサルティング業務を行うものとする。
３　基本条件
（１）計画の期間　令和４年度から令和11年度の８年間

（２）策定期間　　令和２年度から令和３年度の２年間
（３）業務対象　　業務委託の対象は、令和２年度１年間分の策定支援業務

（４）履行期限　　契約の日から令和３年３月31日（水）まで
４　令和２年度業務委託の内容
　令和２年度に行う業務委託の内容は、概ね以下のとおりとする。ただし、策定に必要と思われる事項を列記したものであり、プロポーザル実施により決定した受注者の企画提案又は横須賀市総合計画審議会若しくは庁内会議等の結果により、内容の変更又は追加を求める場合はある。
（１）計画準備
　本業務の目的を十分に把握し、２か年の業務全体の構想を持ったうえで、合理的かつ能率的な工程別の作業実施計画を立案するものとする。また、本業務の遂行に必要となる資料収集について、発注者と調整を図り、適切な作業実施計画を作成する。
（２）分析業務

（ア）将来の社会経済動向変化による本市への影響分析
　　・本市の人口動態や産業別生産額等の各分野の主要データ、その他本市が提供する資料を整理するととともに、将来の見通しを行い、予測される長期的な行政課題の抽出・検討を行い、報告すること。
　　　・新たに作成する計画については、バックキャスティングでの策定を予定しているため、SDGs、Society5.0、2040年問題などに対する社会の動きは十分に理解した上で、国、県等の動向も含めて、随時最新の情報収集し、本市に影響を与えるものについて情報提供に努めること。
（イ）類似団体との比較
類似団体との比較による本市の強み及び弱みの分析を行うとともに、他の市町村が取り組んでいる先進事例を調査し、報告すること。
（３）計画案作成支援業務
（ア）計画策定にあたっての研修の実施
　　バックキャスティングでの策定を予定しているため、各部署の代表職員、ワークショップ参加職員及び特別委員会の委員（市議会議員）向けにそれぞれ研修会を行う。

　（イ）庁内各部署の持つ課題の抽出、検証、報告
庁内各部署の負担軽減を考慮した手法により、庁内各部署の持つ現在の課題を抽出、整理し、その内容を検証し、報告する。
　（ウ）庁内各部署の政策の方向性の抽出、検証、報告
庁内各部署の持つ課題の検証結果を庁内に報告するとともに、庁内各部署の負担軽減を考慮した手法により、庁内各部署の政策の方向性の抽出、整理し、その内容を検証し、報告する。
　（エ）職員ワークショップ等の運営支援
　　　職員によるワークショップ等での計画案の作成作業が円滑に進むよう、課題整理や、政策形成のための打ち合わせ資料の作成に関して助言等を行う。
　（オ）計画書の作成
　　骨子案、素案等の作成を支援する。
　　・骨子案、素案における文章及びグラフや表の構成等についての提案・校正・助言
　　・社会的潮流や人口推移等のデータの分析及び収集、計画に反映させるデータの提案

（４）新たな都市像（現行は「国際海の手文化都市」）の構築にあたって、多くの市民から意見を求め、それを反映させる手法の提案を行う。
（５）市民ワークショップの運営支援
　　計画の策定過程において、市民意見を広く聴取するため、発注者と十分に調整した上で市民を対象とした最低３回以上のワークショップを開催する。
　　・企画・提案
　　・実施に係る周知手法の提案
　　・ファシリテートを含む実施支援
　　・資料作成
　　・結果のまとめ及び報告書作成

（６）市民意見交換会等の運営に対する支援
　　市民ワークショップのほかに、計画の策定過程に応じて、随時、学生・団体等を対象とした市民意見交換会等を開催する際の支援及び助言を行う。（３回程度を想定）
（７）市民アンケート
　　　市民（サンプル数3,000人：回収率50%を想定）を対象に、計画策定に必要となる情報のアンケートを実施。書面、WEBは問わない。

（８）総合計画審議会運営支援業務
　　　会議資料を作成するとともに、会議へ出席し、会議運営に関する提案、その他必要な支援を行う。会議録の作成は不要とする。令和２年度は５回程度を予定。
（９）市議会特別委員会運営支援業務
　　　会議資料及び会議運営に関する提案、その他必要な支援を行う。会議録の作成は不要とする。令和２年度は５回程度を予定。
（10）計画のマネジメント
　　　計画期間内の間、継続して市民、職員等に計画を見てもらう、意識してもらうための計画構成を検討し、提案を行う。
（11）その他計画全般に係る助言を行う。
５　令和２年度成果品

　成果品はすべて、紙媒体（正・副１部づつ）及び電子データ（市で指定するデータ形式により電子記憶媒体に保存）で提出することとする。
（１）作業実施計画書
（２）将来の社会経済動向変化による本市への影響分析報告書
（３）類似団体との比較報告書

（４）庁内各部署の課題抽出に係る報告書
（５）庁内各部署の政策の方向性に係る報告書

（６）市民ワークショップ結果報告書
（７）市民アンケート報告書
（８）計画書骨子案
（９）計画書素案中間報告書

６　支払方法

　業務完了後、一括払い。
７　令和３年度業務委託の内容（参考）

令和３年度に行う業務委託の内容は、概ね以下のとおりの予定である。令和２年度の計画策定の状況等により変更となる可能性がある。
（１）総合計画審議会運営支援業務
　　　会議資料を作成するとともに、会議へ出席し、会議運営に関する提案、その他必要な支援を行う。会議録の作成は不要とする。令和３年度は５回程度を予定。

（２）市議会特別委員会運営支援業務
　　　会議資料及び会議運営に関する提案、その他必要な支援を行う。会議録の作成は不要とする。令和３年度は５回程度を予定。
（３）市民意見交換会等の運営支援
　　市民ワークショップのほかに、計画の策定過程に応じて、随時、学生・団体等を対象とした市民意見交換会等を開催する際の助言を行う。（３回程度を想定）
（４）パブリックコメントの実施
　　パブリックコメントの実施に関して、必要な支援を行う。
（５）計画本編の印刷用原稿の作成及び計画書冊子の印刷製本
印刷用原稿作成に当たっては、ＰＤＦ形式への変換に際しての文字化けや枠線のずれ等がないことを確認すること。
わかりやすく見やすい計画書とするため、レイアウトやデザインを工夫するとともに、図表、地図、イラスト、概念図、写真を盛り込み、視覚的効果を高めた印刷用原稿（フルカラー）を作成する。100ページ程度を想定する。

作成した印刷用原稿は、印刷会社が印刷に使用できる形式の電子データで納品する。
印刷用原稿を作成し、発注者と協議の上、冊子を4,000部作成する。

（６）計画概要版の作成

　　　計画の概要版については、デザインやレイアウト、構成等について、市民にとってわかりやすく、目にとまるものとなるよう、既成概念にとらわれず工夫し、数パターン提案すること。
　　　提案に基づき、発注者と協議の上で印刷用原稿（フルカラー）を作成する。40ページ程度を想定する。
　　　作成した印刷用原稿は、印刷会社が印刷に使用できる形式の電子データで納品する。
　　　概要版の印刷製本は委託に含まない。
（７）計画のマネジメント
　　　完成した計画について、計画期間内の間、継続して市民、職員等に計画を見てもらう、意識してもらうための方策を検討し、提案を行う。
（８）その他計画全般に係る助言を行う。
８　注意事項

（１）受託者は、横須賀市個人情報保護条例を遵守し、業務上知り得た個人情報等の秘密を他人に漏らしてはならない。また、業務終了後も同様とする。
（２）受託者は、業務を円滑に遂行するために、逐次、事務局と打ち合わせを行わなければならない。また、本仕様書に記載されていない事項であっても、業務実施上必要と認められるものについては、事務局と協議する。
（３）業務には、十分な経験と知識を有する技術者を配置する。
（４）業務完了後、受託者の責任に帰すべき理由による成果品の不良箇所が発見された場合は、速やかに事務局が必要と認める訂正、補足、その他必要な措置を行うものとし、これに対する経費は受託者の負担とする。
（５）受託者は、業務の遂行上知り得た事項を他に漏らしてはならない。
９　その他の事項

（１）それぞれの業務の分担については、別紙1-2「業務分担表」を参照のこと。
（２）この仕様書に定めのない事項及び疑義を生じた場合は、別途協議するものとする。
（３）令和３年度の計画策定に係る業務委託契約については、令和２年度に予定した業務を遅滞なく履行し、令和３年３月の本市議会において、本業務にかかる令和３年度予算が議決され、双方の合意がある場合に、予算の範囲内で随意契約する。

10　事務局（問合せ先）
　横須賀市経営企画部都市戦略課　研究・計画担当

　　　住　所：〒238-8550　横須賀市小川町11番地（横須賀市役所１号館４階）

　　　電　話：046-822-9784（直通）

　　　ＦＡＸ：046-822-9285
　　　E-mail：upi-pc@city.yokosuka.kanagawa.jp
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